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本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/

※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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　1．議決事項

（１）金融政策決定会合関係

◆･金融市場調節方針の決定および「当面の金融政策運営につい
て」の公表に関する件（11月19・20日）

　本委員会は、平成24年11月19・20日の金融政策決定会合において、次回金融

政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること、および当面

の金融政策運営について別紙のとおり公表することを決定した。

記

　無担保コールレート（オーバーナイト物）を、0〜0.1％程度で

推移するよう促す。
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◆･金融政策決定会合の議事要旨（2012年10月30日開催分）に関
する件（11月19・20日）

　本委員会は、平成24年11月19・20日の金融政策決定会合において、金融政策

決定会合の議事要旨（2012年10月30日開催分）注1）を承認した。

　

注1 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（11月26日公表）。
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（２）通常会合関係

◆･第128回事業年度上半期財務諸表の作成等に関する件（10月26
日）

　本委員会は、平成24年10月26日、第128回事業年度上半期（平成24年4月1日か

ら平成24年9月30日まで）財務諸表の作成等について、下記のとおり決定した注2）。

　その後、日本銀行は、第128回事業年度上半期財務諸表にかかる財務大臣の承

認を受け、11月28日、同事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表にかかる附属

明細書を公表した。その概要は別添のとおりである。

記

1．第128回事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表に係る附属明細書を別紙の

とおりとすること。

2．第128回事業年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）に係る国庫納

付金について、日本銀行法施行令第17条の規定に基づく平成10年大蔵省告示

第509号の定めにより、概算納付を行わないこと。

　

注2 ）　本件は、本委員会で10月中に決定したものですが、第128回事業年度上半期財務諸

表等の公表後に発刊される月報に掲載する扱いとしました。
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◆･「通貨及び金融の調節に関する報告書」作成に関する件（11月
27日）

　本委員会は、平成24年11月27日、日本銀行法第54条第1項の規定に基づき、

「通貨及び金融の調節に関する報告書」の作成について決定した（なお、日本銀

行は、12月7日、同報告書を財務大臣を経由して国会に提出した）。

　同報告書は、平成24年4月〜9月中に実施した金融政策運営等について記載し

たものであり、その構成は以下のとおりである注3）。

要　　旨

Ⅰ．経済及び金融の情勢

　1．経済の情勢

　（1）国内実体経済

（概況）

（輸出は、持ち直しの動きもみられたが、年央頃から弱めとなった）

（ 鉱工業生産は、緩やかに持ち直しつつあったが、年央頃から弱めとなった）

（ 設備投資は、企業収益が総じて改善するもとで、振れを伴いつつも緩やかな

増加基調を辿った）

（住宅投資は持ち直し傾向を辿り、公共投資は増加を続けた）

（雇用・所得環境は、厳しい状態が続いたが、改善傾向を辿った）

（個人消費は、緩やかな増加を続けたあと、底堅く推移した）

　（2）物価

　（3）海外経済

　2．金融面の動向

　（1）国際金融資本市場

　（2）短期金融市場

　（3）債券市場

　（4）株式市場

　（5）外国為替市場

　

注3 ）　同報告書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください（12
月7日公表）。
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　（6）企業金融

　（7）量的金融指標

Ⅱ．金融政策運営及び金融政策手段

　1．金融政策決定会合の開催実績

　2．金融政策決定会合における検討・決定

　（1）概況

　（2）「経済・物価情勢の展望」の公表

　（3）金融経済情勢に関する検討

　　　イ．24年4月の会合

（国際金融資本市場は、総じて落ち着いている）

（ 海外経済は、全体としてなお減速した状態から脱していないが、改善の動

きもみられている）

（ わが国の景気は、なお横ばい圏内にあるが、持ち直しに向かう動きがみら

れている）

（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

（金融環境は、緩和の動きが続いている）

　　　ロ．5月の会合

（国際金融資本市場は、神経質な動きがみられる）

（ 海外経済は、全体としてなお減速した状態から脱していないものの、改善

の動きもみられている）

（ わが国の景気は、なお横ばい圏内にあるが、持ち直しに向かう動きが明確

になりつつある）

（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

（金融環境は、緩和の動きが続いている）

　　　ハ．6月の会合

（国際金融資本市場は、神経質な動きが続いている）

（ 海外経済は、全体としてなお減速した状態から脱していないものの、緩や

かながら改善の動きもみられている）

（わが国の景気は、緩やかに持ち直しつつある）

（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

（金融環境は、緩和の動きが続いている）
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　　　ニ．7月の会合

（国際金融資本市場は、神経質な動きが続いている）

（ 海外経済は、緩やかながら改善の動きもみられているが、全体としてなお

減速した状態から脱していない）

（わが国の景気は、緩やかに持ち直しつつある）

（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

（金融環境は、緩和の動きが続いている）

（「経済・物価情勢の見通し」の中間評価）

　　　ホ．8月の会合

（国際金融資本市場は、神経質な動きが続いている）

（海外経済は、全体としてなお減速した状態から脱していない）

（わが国の景気は、緩やかに持ち直しつつある）

（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ヘ．9月の会合

（ 欧州債務問題を背景とする投資家のリスク回避姿勢は、やや後退している）

（海外経済は、減速した状態がやや強まっている）

（わが国の景気は、持ち直しの動きが一服している）

（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　（4）金融政策運営を巡る議論

　　　イ．金融市場調節方針および当面の金融政策運営

　　　ロ．強力な金融緩和の推進

　　　ハ．成長基盤強化の支援

　　　ニ．金融政策運営を巡るその他の論点

　（5）金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　　　イ．成長基盤強化を支援するための米ドル資金供給の導入

　　　ロ．資産買入等の基金の増額等

　3．金融市場調節の実施状況

　4．日本銀行のバランスシートの動き
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Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容

　1．金融政策運営に関する決定事項等

　2．金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　3．金融政策決定会合議事要旨

参考計表・資料一覧
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◆･政策委員会月報（平成24年10月）に関する件（11月27日）

　本委員会は、平成24年11月27日、政策委員会月報（平成24年10月）を承認し

た。
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　2．報告事項

●�平成24年度上期の検査結果等（検査室）

●�2012年IMF世銀東京総会の総括（国際局）

●�2012年度上期の本行システムの運行状況（システム情報局）

●�2012年度IT投資計画の進捗状況（9月末時点）および2013年度
IT投資計画の組成に向けた取組み等（システム情報局）

●�「全国企業短期経済観測調査」における調査項目の見直し方針
（調査統計局）注）

●�金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告（金
融機構局）

●�役員給与の取扱い（総務人事局）

●�2012/9月末における本行バランスシートの状況（企画局）

●�2013年度IT投資計画の策定状況（システム情報局）

　

注 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（11月21日公表）。



平成24年12月18日

平成11年12月 5 日

編集兼発行者 日本銀行政策委員会室長

東京都中央区日本橋本石町２の１の１
電話 03-3279-1111（代表）

発行所 日 本 銀 行

飯 野  裕 二

日本銀行政策委員会月報（第760号）

本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/

※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。

日本銀行政策委員会月報　表紙改訂案【E／表紙・裏表紙共に白い帯（ぼかし）】　2008.4.23




